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令和７年度 新潟市優良介護事業所・職員表彰募集要項 

 

１ 目的 

 介護職員の待遇改善や人材育成、現場での生産性向上や業務改善に取り組んでいる事業所

とそこで働く職員の功績を称えるとともに、介護の仕事に携わる方々の日頃の尽力に、感謝と敬

意を伝える場とします。 

 さらに、事業所における取組を広く市民に紹介し、介護の仕事に対する理解を深めることで、

介護職のイメージ向上や新たな就業者の増加を目指します。また、他の事業所にも優れた事例

を共有し、介護サービスの質の向上と人材の定着につなげることを目的としています。 

 

２ 募集対象 

（１）事業所表彰 

職員の待遇改善、人材育成、介護の魅力向上、人材の確保、人材の定着等に向けた取組

を行い、整備されている全ての介護サービス事業所。 

（２）職員表彰（以下のいずれかに該当する者で、１事業所１名のみ） 

①功労職員 

（１）に応募した事業所から推薦を受け、同一法人で１０年以上継続して在籍し、高齢者の自立

支援や地域貢献など、幅広い視野で介護サービスの質の向上に寄与し、他の職員の模範

となる職員。 

②奨励職員 

（１）に応募した事業所から推薦を受け、同一法人に採用されてから３年未満の在籍で、基本

的な介護技術の習得のみならず、利用者とのコミュニケーションや職員間の協調に優れて

いる職員。 

 

３ 応募資格 

（１）事業所表彰 

・新潟市内に所在する、介護保険法に基づく指定等を受けている事業所。 

      ※ 特別養護老人ホームや介護老人保健施設に併設され、一体的に運営されている短期入

所生活介護等の指定居宅サービス（みなし指定を含む。）については、「本体施設」に含め

て表彰の対象とし、個別での表彰は対象外とする。 

（２）職員表彰 

・（１）に応募した事業所から推薦を受け、同一法人で１０年以上継続して在籍している職員。 

・（１）に応募した事業所から推薦を受け、同一法人に在籍して３年未満の職員。 

・正規職員として勤務している常勤または短時間勤務職員（※）。 

   ※ 短時間勤務職員･･･１週の所定労働時間が正規職員に比べ短い者。 

 

４ 応募の対象外 

以下のいずれかに該当するものについては、事業所表彰、介護職員表彰の対象外とする。 
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（１）過去５年間において、労働関係法令その他法令上の重大な違反がある事業所 

（２）過去５年間において、介護保険法に基づく行政処分を受けた事業所 

（３）新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）に規定する、暴力団、暴力団員、

暴力団又は暴力団員と社会的に避難されるべき関係者 

（４）刑事事件に関して、現に起訴されているもの又は禁錮以上の刑に処された者（刑の消滅した

ものを除く。） 

（５）令和７年４月１日以降に、要介護施設従事者等による虐待が認定されている介護事業所 

（６）市税の滞納をしている介護事業所 

 

５ 応募期間 

   令和７年１０月１日（水）から令和７年１０月３１日（金）まで 

 

６ 提出先 

   新潟市福祉部高齢者支援課 

電子メール:  koreisha@city.niigata.lg.jp 

 

７ 応募方法・審査・選考・表彰 

 事業所 職員 

応
募
方
法 

以下、所定の書式を提出する。 

・応募申込書（様式１） 

・介護事業所 取組項目確認票（様式２） 

・取組内容を説明する参考資料（PDF） 

・暴力団排除に関する誓約書 

・納税証明書（新潟市制度用）（PDF） 

以下、所定の書式を提出する。 

・職員（功労） 推薦書（様式３） 

・職員（奨励） 推薦書（様式４） 

・資格者証の写し（必要に応じて）（PDF） 

審
査 

･ 

選
考 

・提出された書類を評価基準（別表１）に基

づき審査する。必要に応じてヒアリングを実

施し、市が設置した選考委員会が被表彰者

を決定する。 

・推薦書の内容を評価基準（別表２）に基づき

選考委員会で協議し、被表彰者を決定する。 

選
考 

委
員
会 

・新潟市介護人材確保対策協議会委員（３名程度） 

・新潟市福祉部関係課（３名程度） 

表
彰
式 

・当該事業者に属する者３名まで参加可 

（うち代表者 1 名を表彰する。） 

・推薦職員 

・表彰後に表彰事例発表、事業所ＰＲの時間を設ける（５分程度）。 

公
開 

・表彰事業所を市ＨＰで公開 

・事例発表、事業所ＰＲを市ＨＰで公開 

・事例概要を介護福祉士養成校等へ提供 

・表彰事業所と職員氏名を市ＨＰで公開 

mailto:koreisha@city.niigata.lg.jp
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８ スケジュール 

（１）選考結果の通知 

令和７年１２月上旬頃 

（２）表彰式及び被表彰者による事例発表会 

令和８年２月８日（日）午後（予定） 新潟市中央区内 

・受賞事業所には、実施している取組内容を紹介動画・パワーポイント等によって、

発表していただきます。（１事業所５分程度） 

・表彰結果、表彰式及び事例発表の様子は、新潟市ホームページ等で公表する予定です。 

・事業所表彰の受賞事業所名を次年度の「介護保険サービスガイド」に掲載します。 

 

 
 

 

 

９ お問い合わせ先 

   新潟市福祉部高齢者支援課企画係 

  〒951-8550 新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

    電話番号 025-226-1295 

   電子メール koreisha@city.niigata.lg.jp 
 
 
 
 
 
 

表彰式

選考結果通知

応募書類の提出

被表彰者決定

応募書類を基に協議

mailto:koreisha@city.niigata.lg.jp
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（別紙1）　介護事業所

有休取得率55%以上である。

産前産後休暇、育児休業の取得実績が、男性75％、女性95％
以上である。

介護補助職員を導入している。

全職員の一週間の平均的な残業時間が3時間未満である。

職員に対して、職場環境や処遇改善に関する要望確認やアン
ケートを実施している。

勤務シフトの希望や変更に柔軟に対応できる体制がある。

指導担当職員を配置している。

新任研修を実施している。

資格取得支援や昇進の仕組みについて、明文化している。

能力や仕事ぶりを評価する面談を実施している。

受講料の補助制度を設けている。

資格取得に向けて、勤務シフト上の配慮がある。

法人または事業所内において、法定研修以外の研修を実施し
ている。

外部（国、県、市、その他）が実施する研修、セミナーに積極的に
参加している。

業務見直しや情報の共有、生産性向上につながる意見交換等
の機会を設けている。

定期的に業務分担の見直しや技術の共有を実施している。

身体介助の負担を軽減する機器を導入している。（移乗支援、
排泄支援など）

見守り・安全確保のための機器を導入している。（センサーマッ
ト、カメラ型見守りシステムなど）

事務作業の軽減するシステムを導入している。（介護記録アプ
リ、バイタル自動記録、音声入力など）

事業所内に「虐待防止委員会」や「虐待防止担当者」を設置し、
匿名での相談ができる体制がある。

虐待防止マニュアルを作成し、研修や事例検討会を定期的に実
施している。

利用者・家族等にアンケートを実施し、ニーズの把握と実現に
努めている。

アンケート結果や意見等を公開している。

福祉専門学校や福祉系学科の大学からの実習生、インターン
シップの受け入れを行っている。

地域ボランティアによるレクリエーション活動の受け入れを
行っている。

地域で開催される季節行事に参加している。

自治会や消防団の防災訓練も参加している。

地域清掃や美化活動を実施している。

③職員のニーズの把握
職員の要望や不満を拾い上げ、解消
に努める仕組みが構築されている。

①新規採用職員の育成
新規採用職員に育成担当を配置する
等、新規採用職員に配慮した育成制
度を構築している。

区分 評価項目 評価基準

1

働
き
や
す
い
職
場
環
境

①有給休暇・育児休業等の取得促進

年次有給休暇や育児休業等の取得が
しやすい環境であり、事業所として取
得を推奨又は取得しやすい環境整備
に努めている。

②労働時間・働き方の改善

時間外勤務の削減に努めたり、食事
介助・入浴介助など忙しい時間帯に
短時間勤務職員を活用したりして、働
き方を工夫している。

④研修の実施・参加
職員向けの研修を定期的に実施し、
積極的な参加を支援している。

3

業
務
改
善

①業務改善・効率化
業務内容の見直しや効率化を図るこ
とで、業務が改善された実績がある。

2

介
護
人
材
育
成
の
取
組

②ＩＣＴ機器の導入
介護ロボットや見守りアプリを導入
し、職員の身体介助の負担や事務作
業の軽減・削減に努めている。

②キャリアパス制度の整備
キャリアアップの過程や必要水準を
職員に対して明確に表示している。

③資格取得への支援
職員の資格取得について、事業所（法
人）で支援し、実際に職員が資格を取
得した実績がある。

4

利
用
者
へ
の
対
応

①高齢者虐待防止・身体的拘束廃止

高齢者虐待の防止や身体的拘束廃止
の徹底を図り、定期的に研修や会議
を実施し、利用者に情報開示をして
いる。

②地域との交流（共同実施型）
地域イベントやボランティア活動への
参加、防災訓練の共同実施など、地域
との連携を積極的に行っている。

②利用者のニーズの把握
利用者のニーズを拾い上げ、今後の
事業所運営に反映している。

5

社
会
貢
献

①地域との交流（受け入れ型）
実習やインターンシップ、ボランティ
アの受け入れを行っている。
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（別紙2）　功労職員

5 地域貢献

地域の一員として、積極的に地域住民や団地と交流し、福祉や地域活性化に寄与している。

地域イベント、防災・福祉啓発などの活動において、地域との信頼関係構築に貢献している。

4 対応力と問題解決能力

利用者の状態や状況、個性に応じた関わりや声掛けなど、柔軟な対応ができる。

緊急時やトラブル発生時にも冷静に対応し、問題解決に尽力している。

3 職場貢献とリーダーシップ

同僚との協力や連携を重視し、職場内での良好なチームワークを形成している。

ユニットケアリーダー研修等、介護リーダーに関する研修を積極的に受講している。

介護リーダーやユニットリーダーを経験し、事業所の介護職員をまとめている。

2
介護における専門的な技術の取得
やスキルアップ

介護福祉士、認知症ケア専門士、ケアマネジャー、福祉用具専門相談員等の資格取得実績がある。

法人・事業所内外で実施される、法定研修以外の研修に参加し、積極的に学ぶ機会を活用している。

項目 評価基準

1 介護の質の向上につながる取組

自身がこれまでの経験や研修等で得た技術や知識を、法人・事業所内の会議等で共有している。

介護技術の改善策について積極的に提案している。

（別紙3）　奨励職員

5 地域貢献
地域の一員として、積極的に地域住民や団地と交流し、福祉や地域活性化に寄与している。

地域イベント、防災・福祉啓発などの活動において、地域との信頼関係構築に貢献している。

4 対応力と問題解決能力
利用者の状態や状況、個性に応じた関わりや声掛けなど、柔軟な対応ができる。

緊急時やトラブル発生時にも冷静に対応し、問題解決に尽力している。

3
介護における専門的な技術の取得
やスキルアップ

介護福祉士、認知症ケア専門士、ケアマネジャー、福祉用具専門相談員等の資格取得実績がある。

法人・事業所内外で実施される、法定研修以外の研修に参加し、積極的に学ぶ機会を活用している。

2 業務記録と情報・技術の活用
ケア内容の正確な記録と異常や変化など適切な報告ができる。

新しい機器や技術の導入、ICTや記録ツールの有効活用に意欲的に取り組んでいる。

項目 評価基準

1 コミュニケーション力
利用者に対してわかりやすく、丁寧に声掛けしている。

職員同士の連携を意識し、協調的に働いている。


